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工　はじめに

　経済地理学では，国民経済を介して地域経済を

捉える地域構造論が発展してきた。この経済的な

地域構造においては，二つの側面を明らかにする

ことが重要である。一つは，再生産構造を担う諸

生産部門や諸機能の立地であり，もう一つはこれ

を軸とする人や物流，サービス，情報の地域的循

環である1）。この場合，地域的循環は地域集落シ

ステムあるいは都市システムを通じて行われる。

また，この地域的循環の生産部門や諾機能は都市

に立地する場合が多いため，社会・経済的な地域

構造は都市システムと密接な関係を持つことにな

る。そもそも社会・経済的特徴は都市システムに

強く反映され，都市システムの構造的差異によっ

て，それに対応した地域構造が形成される。かく

して，社会・経済的な特徴は都市システムに反映

される。また，都市は地域の形成や地域発展の原

動力であるため，都市システムは地域構造の輪郭

を決定付けることとなる2）。

　従来の研究は，前述の二つの側面をそれぞれ

別々に研究するものが多く，それらの関連につい

ての研究は僅かである。本研究では，佐賀県を事

例地域として，地域都市システム3）の空間構造と

社会。経済的地域的構造およびその変化を把握

し，その間に存在する相互関連を解明することを

目的とする。

　研究方法は次のとおりである。まず第一に，

1971年と1994年の自動車OD調査の貨物車データ

を用い，グラフ理論法により，都市システムの空

間構造およびその変化を探求する。次に，因子分

析を用いて，1970年と工995年の国勢調査に基づく

地理行列を分析し，研究地域の社会・経済構造を

把握する。最後に，相関分析を利用し，都市シス

テムの発展と社会・経済的地域構造の関連を解明

する。

　佐賀県は九州の北西部に位置し，東は福岡県に，

西は長崎県にそれぞれ接し，北は玄界灘に，南は

有明海にそれぞれ面している。県の面積は2433．39

k㎜2で全九州の5．5％，全国のO．6％を占め，全国で

42番目の広さである。

　187ユ（明治4）年の廃藩置県以後，何回となく

旧藩領の統廃合が行われ，明治16年5月，現在の

佐賀県が誕生した。195遂年の市町村合併により7

市8郡となり現在に至っている。行政区画として

は，7市，37町5村計49市町村がある（第1図）。

佐賀県では，第ユ次産業は厳しい環境の下におか

れ，県内各地で農業の再編やのり養殖業，沿岸漁

業の振興に取り組んでいる。製造業では，食料品・

電気機器。窯業・土石が生産額全体の半分近くを

占め，なかでもIC関連企業の伸びが目立ってい

る。また，建設業は，九州横断自動車道，佐賀空

港，九州新幹線などの高速輸送機関の整備や，企

業誘致にともなう民間設備投資などを背景に伸長

が期待されている。第3次産業は，経済成長にと

もなう商業やサービス業への需要の増加を背景
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に，就業人口に著しい増加がみられる。

　佐賀県の人口を国勢調査期毎に長期的にみる

と，三つの時期に分けられる。まず第1期は，戦

前から1955年までの増加期である。終戦による復

員およびこれにともなう婚姻増による出生率の上

昇，さらには戦後の米作と石炭産業を申心とした

経済復興により，人口は着実に増加を続け，1935

年に68．6万であった佐賀県人口は，ユ955年にピー

クの97．4万に達した。その後，！955～75年までの

減少期に入った（第2期）。これは，石炭産業の

衰退，日本経済の高度成長期における若年層の大

量流出などによるものであり，1975年には83．3万

まで滅少した。しかし，その後，経済安定成長期

に入り，人口の地方定住化や平均寿命の伸びなど

により，ユ974年から自然増加数が社会減少数を上

回り，佐賀県人口は再び増加傾向に転じた。！985

研究対象地域

年には人口は88万に増加し，ユ996年には88．5万に

なっている。

　本研究では，ほぼ第3期に相当する1971年から

1994年までを対象期問とし，佐賀県における都市

システムと地域構造の関連を考察する。

皿　佐賀県における都市システムの空聞構造およ

　　び変化

　本研究では，建設省が実施する「全国道路交通

情勢調査」4）を資料として用いる。具体的には，「平

日貨物車」の市町村聞交通量を，市町村間の機能

的連結を表すデータとして利用する。このデータ

をもとに，各市町村間の直接関係を示すOD行列

xを作成する。

　しかし，都市間の機能的連結にとっては，直接

的なものだけではなく間接的連結も大きく影響す
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る。このため，情報流動・人口流動。交通流動・

資金流動などのODデータを指標として，間接的

連結も考慮して結節地域を設定するいくつかの手

法が，1960年代以降開発されてきた5）。これらの

手法のなかで，Nystuen＆Daceyによって開発

されたグラフ理論法は，評価が高く，最も頻繁に

利用されてきた手法の一つである6）。本研究では，

Nystuen＆Daceyのグラフ理論法をもとに，貨

物車のOD行列を用いて，間接的連結を含む市町

村間の連結度を次のように計算する。

　まず，以下の式により，直接的連結度句を相

対的な直接的連結ルに換算する。

　ル＝～／maxΣ句（ムプ＝ユ，2、．、．，〃一1，τ也）　　（ユ）

　　　　　　ド】

〃は研究対象地区の数であり，本研究では市町村

の数52である7）。このルを要素とする行列γが

直接流を評価するものとなり，2ステップの間接

流｛→后→プを評価する行列はr2で与えられるこ

とになる。同様にして，3ステップの問接流｛→

后→1→プはγ3で与えられる。犯ステップの問接

流は㌘で与えられることになる。したがって，

直接流および全ステップの間接流を評価する行列

週は，

　逓＝・γ十γ2＋γ3＋…十rr1＋γ〃十…　　　　（2）

によって示され，その要素b｛ゴは地区づ，プ問の直

接的連結とすべての間接的連結を示すものとな

る。ここでβの計算は，

　（∫一γ）■」∫十γ十r2＋…十γr1＋γ蜆十…（3）

から

β＝（∫一γ）凹L∫ （4）

によって求められる（∫は単位行列である）。し

たがって，すべての間接流を含む連結を示すOD

イ予列2てま，

z＝x・渥
（5）

で計算できる。

　次に，各市町村の都市ポテンシャル外を求め，

市町村の階層区分を行なう。市町村后の都市ポテ

ンシャル九は，下記の通り計算する。

　伽二Σ2勿d勿十…z狛d狛　　　　　　　　　　　　（6）
　　戸1　　　　1－1

ここで，句は行列■の要素であり，dヵは市町村づ

とプの間の直線距離である。この計算結果に基づ

いて，佐賀県内の49の市町村を考察し，標準偏差

で階層区分を行なう。

　さらに，行列■に基づいて，各市町村間のリ

ンケージ（1inkage）を求め，都市システムの空問

構造を解明する。従来の研究では，結節地域構造

を各結節点の最大流出量で決定する例が多かった

が，本研究では，流出量と流入量の最大値に注目

する。いわゆる，各市町村4の最大連結五7aXは，

下記のように決まる

L㍗x二max（2荻十伽），后＝ユ，2，．．、　〃一1，〃　　（7）

この最大連結で従属結節点づからプヘ連鎖線を引

く。この作業をする際には，下記の制約条件に従

う。

　①づの最大連結流が，それより都市ポテン

シャルの小さいプヘ向かっているならば，そのづ

は独立している。

　②づがプに従属し，さらにブがたに従属してい

るならば，づは后にも従属する。

　③｛はそれが支配するバこは従属しない。

　ここでは，「昭和46年建設省全国道路交通情勢

調査」8）と「平成6年建設省全国道路交通情勢調

査」9）をデータとして，各年次における都市シス

テムの構造を把握し，その変化を考察する。ただ

し，佐賀県と隣接している福岡県。長崎県からの

影響を考慮し，対象地域を開放システムとしてと

らえ，外部地域への交通流動および外部地域から

の交通流動の双方を考慮する。外部地域としては，

対象地域と比較的流動量の多い福岡県の福岡市と

久留米市，長崎県の佐世保市を取り上げる。この

3市を佐賀県の49市町村に追加し，解析すべき

OD行列を52行52列とする。この行列では各市町

村内部で完結する流動は考慮せず，すべての対角

要素にゼロを与える。
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　皿一1　1971年における都市システムの空聞構

　　　　　造

　第2図は，1971年における都市システムの空間

構造である。各市町村の都市ポテンシャルの標準

偏差に基づいて階層化を行った結果として，最高

次の第5階層には佐賀市のみ，第4階層には唐津

市のみが属し，この二極に集中した都市システム

の基本構造が明らかとなった。続いて，伊万里市，

武雄市，鳥栖市の3市が第3階層に属し，鹿島市，

多久市，有田町，川副町，大和町，神埼町，嬉野

町，小城町の8市町が第2階層に属する。残る36

町村は平均値以下の都市ポテンシャルをもち，第

1階層に属する。

　最終結節点からみると，佐賀市が最大の最終結

節点として，直接的にも間接的にも第2階層と第

1階層の結節点を支配し，比較的成熟した都市シ

ステムの空間構造を呈している。唐津市は，高い

都市ポテンシャルを有するが，支配する結節点が

すべて第1階層に属するとともに，支配する町村

からの連結は，すべて直接連結である。また，唐

津市は，福岡市への指向度が最も高いため，最終

結節点として抽出できない。第3階層に属する武

雄市と鳥栖市は，それぞれ3つと4つの町を支配

するともに，最終結節点として，区域の中心都市

になっている。都市ポテンシャルからみると，鹿

島市と白石町はそれぞれ第2階層，第ユ階層と低

い階層に属するが，両市町とも3つの結節点を支

配する最終結節点となっている。都市ポテンシャ

ルの高い唐津市と伊万里市は，それぞれ福岡県と

長崎県から強い影響を受け，県外の大都市に従属

する。他方，都市ポテンシャルの低い白石町都市

群と鹿島市都市群は，ほかの高い階層の都市には

属さない。このことから，佐賀県内においては，

それぞれの申心都市の吸引力が弱く，近在の小規
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　　　　　　　　第2図　佐賀県における都市システムの空間構造（197ユ年）
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模な都市群を支配する統括力を有していないと考

えられる。したがって，佐賀県においては，結節

市町村間の連結が不十分であると推察される。

　都市ポテンシャルの全体像を把握するために，

都市ポテンシャルの等値線を描いた。都市ポテン

シャル等値線からみると，明確な峰を形成してい

るのは佐賀市と唐津市のみである。したがって，

他の市町村はいまだ地域の中心とはなり得ていな

いと考えられる。

　皿一2　1994年における都市システムの空聞構

　　　　　造

　1994年の都市システムの空問構造を表わしたの

が，第3図である。最終結節点からみると，佐賀

市が佐賀県最大の最終結節点として重要な位置を

維持している。武雄市，鹿島市と白石町も最終結

節点として残っている。ただし，ここで注目すべ

きポイントが二つ存在する。一つは，唐津市と伊

万里市が最終結節点となったことである。唐津市

の場合は，支配する結節点との関係に，直接連結

だけではなく，間接連結ができている。たとえば，

呼子町が鎮西町を経由し，七山村が浜玉町を経由

し，厳木町が相知町を経由して唐津市に属してい

る。このことから，唐津市と県内市町村との連結

関係が強くなったと考えられる。唐津市と同様に，

伊万里市も最終結節点となり，有田町が西有田町

を経由して伊万里市に属している。もう一つのポ

イントは，鳥栖市が最終結節点の地位を失い，近

隣の久留米市に属したことである。それだけでは

なく，県内との連結も，すべて直接連結になって

いる。そのほか，武雄市や鹿島市，自石町などの

小規模都市群の最終結節点に共通する現象とし
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第3図 佐賀県における都市システムの空間構造（1994年）
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て，支配する結節点の減少がある。全体的に，

1994年になると，上位都市がその勢力を強め，小

規模中心都市の統括力が弱まってきたといえる。

　隣接する福岡県と長崎県との関係を考察する

と，佐賀県西部に存在する市町村は，長崎県との

連結が弱まっている一方，東部に分布する市町村

は，福岡県，とくに久留米市との関連が強まって

いる。それは鳥栖市が久留米市に属するだけでは

なく，三瀬村が福岡市に属することからも分かる。

　都市システムの階層構造をみると，1971年と同

様に5つの階層に分けられる。各階層に属する市

町村もほぼ同様である。ただし，有田町と嬉野町

は，平均値より低い第1階層に下落している。

　都市ポテンシャル等値線をみると，佐賀市と唐

津市を中心とする2つの峰のほかに，伊万里市を

中心する一つの新しい峰が生起していることが分

かる。また，高い値の等値線が三つの申心都市に

集中し，197！年に比べて，等値線の起伏が激しく

なっている。このことから，佐賀県における都市

システムは，階層構造は安定しているものの，市

町村間の都市ポテンシャルの格差は増大している

といえる。

　皿一3　都市システムの変化

　佐賀県における197！年から1994年に至る都市シ

ステムの変化は，以下のようにまとめることがで

きる（第4図）。

　まず，第一にいえることは，上位都市がその勢

力圏を拡大するとともに，都市ポテンシャルも高

めたということである。佐賀県の首位都市である

佐賀市が中部の大町町。江北町を，第2位の唐津

市が厳木町を，第3位の伊万里市が西有田町。有

田町・山内町を，それぞれの勢力圏に新たに統括

した。また，佐賀市の都市ポテンシャルの変化は

く∵
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著しく，周囲の支配する市町村，たとえば，芦刈

町，三日月町，背振町などとの連結が間接連結か

ら直接連結に変わった。

　次に，注目すべきは，低次階層市町村の都市ポ

テンシャル変化率10）である。大和町と烏栖市を

除くと，平均値より高い増加率を有する20の結節

点は，すべて階層の最も低い第！階層に属する町

村である。しかし，減少率が最も大きい5町村1ユ）

も，すべて第ユ階層に属している。このことから，

第ユ階層に属する町村は変化の著しい25町村と，

停滞するその他の町村という2種類に類型化でき

る。これは各町村の社会。経済的な要因に関連す

ると思われる。

　第3に，隣接県との関係をみてみると，東部と

西部で対照的な変化がみられる。たとえば，西部

に位置する伊万里市では，佐世保市との連結が弱

まりつつある。一方，東部に位置する鳥栖市や三

根町，北茂安町は久留米市と，三瀬村は福岡市と

の連結が強くなってきている。

皿　佐賀県における社会1経済的地域構造および

　　その変化

　本章では，市町村の歳出構成および人口の産業

別構成に関する21の指標を，社会・経済的地域構

造を説明する変数として選び，これに因子分析を

施すことにより，佐賀県における社会・経済的地

域構造とその変化を明らかにする。歳出構成は，

佐賀県統計局の統計データを利用し，人口の産業

別構成は，国勢調査！2）を用いる。利用するデー

タの年次は，国勢調査が実施された年次を考慮し，

前記の道路情勢調査に最も近いユ970年と！995年を

選択した。分析対象は，佐賀県の49市町村に限定

する。

　具体的には，49行（市町村）×21列（指標）の

行列に主因子型因子分析を施した。その結果，

1970年と1995年の両年次ともに，固有値1．O以上

を有する3因子を抽出でき，第3因子までの累積

説明量は84％を超えた。

　皿一1　社会1経済的地域構造

　第1表は，導出した因子負荷量行列を示したも

のである。この因子負荷量行列をみるかぎり，

ユ970年，ユ995年ともにほぼ同じような性格の因子

が抽出されている。したがって，1970年から1995

年にかけて，佐賀県における社会。経済的な要因

は安定しており，大きな変化はなかったと考えら

れる。

　第1因子は，2年次とも不動産業，金融・保険

業，公務員，卸売業り」・売業，サービス業の5変

数がO．9以上の高い負荷量を有する。これらの変

数はすべて第3次産業に属するものであるため，

第1因子は，第3次産業因子と解釈できる。第5

図と第6図は，！970年と1995年における因子得点

の分布をそれぞれ示したものである。第1因子の

第3次産業因子は，1970年（第5図）には，佐賀

市（5．49）が最も高く，第2位は鳥栖市（1．40）

である。因子得点の分布をみると，平均値以上の

因子得点をもつ市町村が，主に佐賀市周辺および

佐賀県の西部に位置する。第3次産業因子の因子

得点の標準偏差は，それほど大きくなく，第3次

産業からみた市町村間の格差はそれほど大きいと

は言えない。一方，1995年（第6図）には，二つ

の注目すべき変化が認められる。一つは，平均値

以上の因子得点をもつ市町村が，佐賀市と鳥栖市

の周辺に集申してきたこと，もう一つは，唐津市

の因子得点が上昇したことである。

　第2因子は，鉱業，農業，林業。狩猟業など第

ユ次産業を申心とする産業に高い負荷量を有する

ことから，第ユ次産業因子と名付けることができ

る。第ユ次産業因子の因子得点をみてみると，

1970年では，伊万里市および多久市を申心として，

佐賀県の申部および西部に，平均値以上の因子得

点を有する市町村が分布している。1995年におけ

る因子得点の分布も，1970年と同様の傾向を有す

る。ただし，ユ995年では唐津市と武雄市の因子得

点が比較的高い値となっている。

　第3因子は，漁業。水産養殖業に高い因子負荷

量を示す。このことから，第3因子は水産業因子

と解釈できる。水産業因子の因子得点をみてみる
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第！表 社会・経済の因子負荷量行列

変　　　　　　数
ユ971年　　　　　　　　1994年

第1因予第2因子第3因子　　第王因予第2因子第3顕子

1，歳出総額にしめる総務費の比率

2，歳出総額にしめる民生費の比率

3，歳出総額にしめる衛生費の比率

4，歳出総額にしめる労働費の比率

5，歳出総額にしめる農林水産業費の比率

6，歳出総額にしめる商工費の比率

7，歳出総額にしめる土木費の比率

8，歳出総額にしめる教育費の比率

9，全産業総数にしめる農業従業者の比率

10，全産業総数にしめる林業・狩猟業従業者の比率

ユユ，全産業総数にしめる漁業水産養殖業従業者の比率

12，全産業総数にしめる鉱業従業者の比率

13，全産業総数にしめる建設業従業者の比率

14，全産業総数にしめる製造業従業者の比率

15，全産業総数にしめる卸売業・小売業従業者の比率

ユ6，全産業総数にしめる金融・保険業従業者の比率

王7，全産業総数にしめる不動産業従業者の比率

ユ8，全産業総数にしめる運輸・通信業従業者の比率

ユ9，全産業総数にしめる電気・ガス・水遭業従業者の比率

20，全産業総数にしめるサービス業従業者の比率

21，全産業総数にしめる公務従業者の比率

O．68

0，59

0，82

0，63

0，亜6

導。銘

O．86

0，75

0，52

0．鍬

○鰯

一〇鯛

O．86

0，85

0，94

0，97

0，99

0，82

0，87

0，91

0．92

0，73

0，82

0，77

0．56

◎、鑓

O．61

0，88

0．82

⑬、鍋

o、蝿

一◎、鯛

o，蝿

0，79

0，76

0I94

0，96

0，98

0，89

0，82

0，93

0．95

固宥値

寄与率（％）

累積寄与率（％）

11，30　　　3，57　　　2，93　　　　　1，44　　　4．57　　　ユ．80

53．80　　17．O0　　13．97　　　　54，50　　2］．77　　　8．56

53．80　　70．80　　84．77　　　　54．50　　76．27　　84．84

注）因子負荷量は絶対値O．5以上のみを摘出する。網がかかっている部分は絶対値O．5未満の困子負荷量である。

と，1970年には，玄界灘や有明海沿岸の唐津市と

鹿島市が高い因子得点を有する。ユ995年になる

と，この傾向は更に強まる。すなわち，北部では

唐津市とともに，呼子町，鎮西町，玄海町，肥前

町といった玄界灘沿岸の市町に高い因子得点がみ

られ，南部では鹿島市とともに，有明海沿岸の市

町が高い因子得点を有する。

　皿一2　社会1経済的地域構造の変化

　本節では，ユ970年から1995年にかけての社会・

経済的地域構造の変化を検討する。具体的には，

前節で用いた21指標それぞれの両年次間の差を求

め，その値に対して，因子分析を実施することに

より，1970年からユ995年にかけての変化を表わす

因子を抽出する。

　因子分析の結果，固有値1．O以上の因子が4つ

抽出され，この4因子による累積寄与率は

77．09％であった。第2表は，抽出された4因子

の因子負荷量行列であり，これらの4因子の因子

得点分布をあらわしたものが，第7図である。第

1因子は建設業比率にプラスの高い負荷量（O．85）

を示し，漁業・水産養殖業比率（一〇、78）および

農業比率（一〇．61）にマイナスの高い負荷量を示

す。このことから，第1因子は，建設業の増加と

漁業。水産養殖業，農業の低下を示す因子である

と考えられる。したがって，第1因子に高い因子

得点を有する唐津市，鹿島市，佐賀市，伊万里市

においては，建設業が成長し，漁業・水産業，農

業が衰退傾向にあると解釈できる（第7図）。

　第2因子は，サービス業，不動産業，金融・保

険業，卸売業・小売業といった第3次産業比率に

高い負荷量を有する。この因子の因子得点分布を

みると，佐賀市と鳥栖市およびその周辺で第3次

産業の成長傾向にあることが分かる。

　第3因子は，電気。ガス・水道業（一〇．83）に

マイナスの高い負荷量をもつ一方，衛生費の比率

一王80一
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第2表 社会・経済的変化の因子負荷量行列

変　　　　　　数 第1因子第2因子第3因子第4因子
1，歳出総額にしめる総務費の比率

2，歳出総額にしめる民生費の比率

3，歳出総額にしめる衛生費の比率

4，歳出総額にしめる労働費の比率

5，歳出総額にしめる農林水産業費の比率

6，歳出総額にしめる商工費の比率

7，歳出総額にしめる土木費の比率

8，歳出総額にしめる教育費の比率

9，全産業総数にしめる農業従業者の比率

10，全産業総数にしめる林業・狩猟従業者の比率

11，全産業総数にしめる漁業水産養殖業従業者の比率

ユ2，全産業総数にしめる鉱業従業者の比率

13，全産業総数にしめる建設業従業者の比率

ユ4，全産業総数にしめる製造従業者の比率

15，全産業総数にしめる卸売業・小売業従業者の比率

16，全産業総数にしめる金融・保険業従業者の比率

ユ7，全産業総数にしめる不動産業従業者の比率

18，全産業総数にしめる運輸・通信業従業者の比率

19，全産業総数にしめる電気・ガス・水道従業者の比率

20，全産業総数にしめるサービス業従業者の比率

21，全産業総数にしめる公務従業者の比率

・一〇、鑓、

顯、雛

蛾滋」’

苅，鎌

一⑲、鰯

苅、雛

泌．囎

苅．蝿

⑬，鰯

鮎5

一◎．鯛

0．91

苅．工3

③一鰯

○搬

◎一醜

一⑪．鵬」

籔雌

概其

葡，鰯

O．53

固有値

寄与率（％）

累積寄与率（％）

6，54　　　　5，10　　　　2，79　　　　1，77

3ユーユ5　　　　24．26　　　　ユ3，26　　　　8．4ユ

3ユ．15　　　　S5－42　　　　68．68　　　　77．09

注）因子負荷量は絶対値0．5以上のみを抽出する。網がかかっている部分は絶対値0．5未満の因子

　　負荷量である。

（O．51）がプラスの高い負荷量を有する。したがっ

て，この因子は，公共施設の整備状況を説明する

因子と解釈できる。佐賀市などこの因子に高い因

子得点を有する市町村は，歳出総額における衛生

費の比率が高いと考えられる。これに対し，玄海

町や鳥栖市などのようにマイナスの高い因子得点

を示す市町村は，電気。ガス・水道などのインフ

ラ整備が進展していると推察される。

　第4因子は，その因子負荷量行列から，鉱業因

子と考えることができる。因子得点の分布をみる

と，極端に高い因子得点を示す市町村は存在せず，

佐賀県における鉱業が全体的に衰退傾向にあるこ

とがうかがえる。特に，伊万里市や多久市，北方

町などでは，因子得点が最も低い値を有すること

から，これらの市町において，鉱業が著しく衰退

していると考えられる。

　以上のことから，佐賀県において，西部では建

設業が成長するとともに，漁業。水産業，農業が

衰退傾向にあること，東部では，第3次産業が成

長傾向にあることが分かる。公共施設については，

佐賀市などは，歳出総額における衛生費の比率が

高いと考えられるが，他の市町村においては，著

しい格差がないといえる。鉱業は，佐賀県全体的

に変化の格差がみられないうえ，伊万里市や多久

市，北方町などでは，鉱業が著しく衰退している

と考えられる。

v　都市システムと社会1経済的地域構造との関

　　連

本章においては，都市システムの進展の度合い

と地域の社会経済水準との関連を解明することを

目的とする。具体的には，第1章で得られた各市
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経済的変化の因子得点の分布（！970年～1995年）

町村の都市ポテンシャルを被説明変数，第皿章で

得られた3因子の因子得点を説明変数とみなし

て，相関分析を施し，都市システムの決定要因を

検討する。また，各市町村におけるユ97ユ年から

1994年にかけての都市ポテンシャルの変化量を被

説明変数とし，第皿章で得られた社会・経済的変

化を示す4因子の因子得点を説明変数とみなし

て，相関分析を実施し，都市システム変化の要因

を探求する。

　1971年においては，都市ポテンシャルと第3次

産業である第ユ因子とがO，85の高い相関係数を有

し，丁検定の結果，1％水準で有意であることが

判明した（第3表）。また，第ユ次産業因子であ

る第2因子と水産業因子である第3因子は，都市

ポテンシャルとそれぞれO．33の相関係数を有し，

5％水準で有意であった。このことから，ユ971年

においては，第3次産業が都市システムの最も重

要な説明要因であるが，第ユ次産業および水産業

も都市システムの形成には欠かせない要因である

と考えられる。

　1994年では，都市ポテンシャルと第1因子が

1971年と同様に，0．84（有意水準1％）と高い相

関係数を有している。また，第2因子との相関係

数も1971年のO．33から0．遂3（有意水準1％）まで
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第3表　都市ポテンシャルと社会・経済的

　　　　地域構造の相関分析

因子ユ97王年ユ944年変化（ユ97ユ～ユ994年）

第ユ因子　0．85帥　　0．84榊

第2因子　0．33幸　　O．43‡幸

第3因子　0．33ヰ　O．i4

第4因子　　一　　　■

O．58榊

0，59軸

O．35王‡

一0．ユ5

注）艸は1％水準で，＃は5％水準で有意。

上昇し，都市システムの空間構造に無視できない

影響を与えていると解釈できる。これに対し，第

3因子は相関係数も低く，丁検定の結果，有意で

ないことが判明した。したがって，1994年におい

ては1971年と異なり，水産業因子である第3因子

は都市システムとの関連が低いと考えられる。

　以上のことから，佐賀県においては，主に都市

部に集中する第3次産業の発展が佐賀県の都市シ

ステム構造に最も重要な役割を果たしており，第

1次産業もある程度の影響を有していると推察さ

れる。

　両年次問の変化についてみてみると，建設業因

子である第1因子と第3次産業因子である第2因

子がそれぞれO．58，O．59（有意水準1％）と高い

相関係数を有する。また，公共施設因子である第

3因子は相関係数O．35（有意水準5％）であった。

鉱業因子である第4因子は相関係数一〇．15で，丁

検定の緕果から有意でないことが判明した。

　このことから，両年次間における都市システム

の変容に関しては，建設業と第3次産業が重要な

役割を担っており，公共施設と鉱業はそれほど大

きな影響は及ぼさなかったと考えられる。

V　おわりに

　本研究では，佐賀県における都市システムと社

会・経済的地域構造およびその変化を解明し，そ

の関連を求めることを目的とした。分析結果は，

次のように要約できる。

①197ユ年では，最高次の第5階層には佐賀市

のみ，第4階層には唐津市のみが属する。二極に

集中した都市システムの基本構造が明らかであ

る。伊万里市，武雄市，鳥栖市の3市が第3階層

に属し，鹿島市，多久市，有田町，川副町，大和

町，神埼町，嬉野町，小城町の8市町が第2階層

に属する。残る36町村は平均値以下の都市ポテン

シャルをもち，第！階層に属する。

　②199雀年では，佐賀市が佐賀県最大の最終結

節点として重要な位置を維持しているとともに，

武雄市や鹿島市，白石町も最終緒節点として残っ

ている。ただし，唐津市と伊万里市が最終結節点

となったのが注目すべき点である。それに対して，

鳥栖市が最終結節点の地位を失い，近隣の久留米

市に従属した。武雄市や鹿島町，白石町などの小

規模都市群の最終結節点に共通する現象として，

支配する結節点の減少がある。

　③佐賀県における都市システムの空聞構造の

変化をみると，階層の上位に位置する都市では，

勢力圏が拡大し，その都市ポテンシャルも上昇し

ている。低次階層に属する市町村では，都市ポテ

ンシャルが著しく増加したものと停滞したものの

2類型に分化した。

　④佐賀県と隣接する長崎県・福岡県との関係

についてみると，ユ97ユ年には，長崎県佐世保市と

伊万里市，有田町との間に連結関係がみられ，福

岡市と唐津市との間に連結関係がみられる。1994

年になると，長崎県との関連が弱まる一方，福岡

県，とくに久留米市との関連が強まってきている。

　⑤1970年においては，佐賀県の社会・経済的

地域構造として，第3次産業が発展している市町

村が，主に佐賀市周辺および佐賀県の西部に位置

し，市町村間の格差はそれほど大きいとは言えな

い。第1次産業においては，伊万里市および多久

市を中心として，佐賀県の中部および西部に，平

均値以上の因子得点を有する市町村が分布してい

る。水産業では，玄界灘や有明海沿岸の唐津市と

鹿島市が高い因子得点を有する。

　⑥1995年では，第3次産業が発展する市町村

が，佐賀市と鳥栖市の周辺に集申してきたととも

に，唐津市においても第3次産業の発展が上昇し

てきた。第ユ次産業からみると，！970年と同様の

傾向を有するが，1995年では唐津市と武雄市の因

子得点が比較的高い値となっている。水産業では，
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玄界灘や有明海沿岸の唐津市と鹿島市が高い因子

得点を有する傾向は更に強まる。北部では唐津市

とともに，呼子町，鎮西町，玄海町，肥前町といっ

た玄界灘沿岸の市町に高い因子得点がみられ，南

部では鹿島市とともに，有明海沿岸の市町が高い

因子得点を有する。

⑦佐賀県の社会・経済的地域構造の変化に関

しては，佐賀県の西部では建設業が成長するとと

もに，漁業。水産業，農業が衰退傾向にある。東

部では，第3次産業が成長傾向にあることが分か

る。公共施設については，佐賀市などは，歳出総

額における衛生費の比率が高いと考えられるが，

他の市町村においては，著しい格差がないといえ

る。鉱業は，佐賀県全体で変化の格差がみられな

いうえ，伊万里市や多久市，北方町などでは，鉱

業が著しく衰退していると考えられる。

　⑧都市システムと社会。経済的構造の関連に

関して，建設業因子と第3次産業因子が，都市シ

ステムの形成に重要な役割を果たした。加えて，

公共施設因子も重要な影響を及ぼしていた。しか

し，鉱業因子は，都市システムの構造に対して顕

著な影響を与えていなかった。

　本研究では，都市システムの空間構造を把握す

るため，グラフ理論法を利用した。都市間の連結

を考察する際に，流出量と流入量の最大合計値に

注目し，加えて，都市ポテンシャルを考察するた

めに，都市間距離も考慮に取り入れたのが，本研

究の特徴であり，都市システムの空間構造を推察

するためには，有効な方法となった。都市システ

ムの空間構造の変化を考察した結果として，都市

システムの基本的な構造においては，大きな変化

はなかった。しかし，都市間の連結および従属関

係においては，大きな変化が現れた。本研究では，

都市ポテンシャルを都市システムの空問構造を示

す主な指標として分析を行ったが，上記の結果か

ら考えると，都市間の連結，都市間の従属関係そ

して各都市の都市システムにおける地位を表わす

指標も，都市システムの空間構造を把握するため

には，取り入れる必要があるということがわかっ

た。

　本稿を作成するにあたり，佐賀県企画局統計課，総務部市町村課，商工労働部商業流通課，土木部道

路課，唐津市企画惰報部，伊万里市総務部企画調整課の方々には，資料の収集および聞取り調査に快く

ご協力をいただきました。とくに，佐賀大学文化教育学部の山下宗利助教授，長崎大学環境科学部の山

下潤助教授，九州経済調査協会調査研究部の岡野秀之研究員には，現地調査および資料の収集に同行し

ていただき，示唆に富むご助言を賜りました。また，筑波大学地球科学系の川瀬正樹先生，地球科学研

究科の佐藤大祐氏には日本語の表現について，助言をいただきました。以上，記して厚く感謝の意を申

し上げます。
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